
 

調査の結果 説明図表番号 

ウ 住宅扶助関係 

   住宅扶助は、生活保護法第 14条において、困窮のため最低限度の

生活を維持することのできない者に対して、住居及び補修その他住

宅の維持のために必要なものの範囲内で行われることとされてい

る。 

   住宅扶助費は、平成 14年度の 2,521億円以降毎年度増加しており、

平成 23 年度には 5,384億円と約 2.1倍に増加した。これは生活保護

費全体（３兆 5,016億円(事業費ベース)）の約 15％を占めている。 

被保護人員１人当たりの住宅扶助費についてみると、医療扶助費、

生活扶助費等他の扶助費については横ばい又は減少している中、ま

た、家賃ＣＰＩ（家賃に係る消費者物価指数）は年々下落し、家賃

額が下落している中、住宅扶助費については、平成 14年度以降、毎

年度増加している。 

   厚生労働省は、次のとおり、支給できる住宅扶助費の上限やその

取扱いについて示しているが、住宅扶助の対象となる要保護者の居

所の家賃等の適切性に関する判断基準や判断方法については示して

いない。 

  ① 保護基準別表第３の規定に基づき、都道府県又は指定都市若し

くは中核市別に定める基準額（以下「限度額」という。）について

通知。 

  ② 局長通知において、世帯員数、世帯員の状況、当該地域の住宅

事情によりやむを得ないと認められるものについては、①の限度

額の 1.3 倍、また、７人以上世帯の場合は①の限度額の 1.3 にさ

らに 1.2 を乗じて得た額の範囲内で必要な額を支給できる旨を通

知。 

  ③ 課長通知において、単身世帯に対しては、原則として、②の「世

帯員数、世帯員の状況、当該地域の住宅事情によりやむを得ない

と認められるもの」に該当しないとし、①の限度額の範囲内の住

居へ入居するよう十分指導することとしつつ、ⅰ）当該単身者が

車椅子使用の障害者等特に通常より広い居室を必要とする場合、

ⅱ）老人等で従前からの生活状況からみて転居が困難と認められ

る場合、ⅲ）地域において①の限度額の範囲内では賃貸される実

態がない場合については、単身世帯であっても、限度額の 1.3 倍

の範囲内で支給しても差し支えない旨を通知。 

 

   今回、当省が調査対象とした 102 福祉事務所における住宅扶助の

 

表３－(9)－ウ－

① 

 

 

表３－(9)－ウ－

② 

 

表２－(1)－ア－

⑤（再掲） 

表３－(9)－ウ－

③ 

 

表３－(9)－ウ－

④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－(9)－ウ－

270



支給状況について、平成 24 年度における住宅扶助費の支給事案

3,227 件を抽出調査した結果、次のような状況がみられた。 

  (ｱ) 住宅扶助費の支給水準 

    住宅扶助費の上限額（単身世帯に対して上記①又は②及び③が

適用された額、２人以上世帯に対して上記②及び③が適用された

額）で支給されているものが 1,306 件（抽出事案の 40.5％）あり、

上限額の 90％以上のものも含めると、抽出事案の 60.2％に当たる

1,943 件となっている。 

  (ｲ) 単身世帯に対し限度額を超えて支給している例 

    このうち、単身世帯に対し、限度額を超えて支給している例は、

16 福祉事務所で 69件（抽出事案のうち単身世帯に係る 2,329件の

3.0％）ある。 

    また、この 69件の中には、ⅰ）課長通知の「地域において上記

限度額の範囲内では賃貸される実態がない場合」を適用している

とするものの、同じ管内に家賃が限度額の範囲内となっている住

宅に住む被保護者がいるもの、ⅱ）限度額を超える家賃の住宅に

居住している単身世帯から保護の申請があり転居指導中であるも

のの、直ちに転居が困難であるとして相当期間に限り限度額を超

えて支給しているとするもの、などがある。 

      

   なお、住宅扶助については、平成 25年度に財務省が予算執行調査

を実施し、同年７月に、厚生労働省において、住宅扶助の在り方に

ついて検討を開始する必要がある旨の調査結果を取りまとめてい

る。その結果を受けて、厚生労働省社会保障審議会生活保護基準部

会においても、住宅扶助の在り方について、評価・検証を行ってい

るところである。 

   さらに、会計検査院も、平成 26年３月に「生活保護の実施状況に

ついての報告書」において、厚生労働省に対して、「住宅扶助の適切

な在り方について検討すること」などと指摘している。 
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表３－(9)－ウ－① 住宅扶助に係る規定 

○ 生活保護法（昭和 25年法律第 144号） 

 （住宅扶助）  

第十四条  住宅扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対して、

左に掲げる事項の範囲内において行われる。  

一  住居  

二  補修その他住宅の維持のために必要なもの  

（生活扶助の方法）  

第三十条  生活扶助は、被保護者の居宅において行うものとする。ただし、これによること

ができないとき、これによつては保護の目的を達しがたいとき、又は被保護者が希望した

ときは、被保護者を救護施設、更生施設若しくはその他の適当な施設に入所させ、若しく

はこれらの施設に入所を委託し、又は私人の家庭に養護を委託して行うことができる。  

２  前項ただし書の規定は、被保護者の意に反して、入所又は養護を強制することができる

ものと解釈してはならない。  

３  （略） 

（住宅扶助の方法）  

第三十三条  住宅扶助は、金銭給付によつて行うものとする。但し、これによることができ

ないとき、これによることが適当でないとき、その他保護の目的を達するために必要があ

るときは、現物給付によつて行うことができる。  

２  住宅扶助のうち、住居の現物給付は、宿所提供施設を利用させ、又は宿所提供施設にこ

れを委託して行うものとする。  

３  第 30条第２項の規定は、前項の場合に準用する。  

４  住宅扶助のための保護金品は、世帯主又はこれに準ずる者に対して交付するものとする。  
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表３－(9)－ウ－④ 住宅扶助費の限度額等 

○ 「生活保護法による保護の基準」（昭和 38年厚生省告示第 158号）＜抜粋＞ 

 別表第３ 住宅扶助基準 

  １ 基準額 

区分 

級地別 

家賃、間代、地代等の額

（月額） 

補修費等住宅維持費の額

（年額） 

１級地及び２級地 13,000 円以内 
117,000円以内 

３級地 8,000 円以内 

  ２ 家賃、間代、地代等については、当該費用が１の表に定める額を超えるときは、

都道府県又は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第１項の指定

都市（以下「指定都市」という。）若しくは同法第 252条の 22 第１項の中核市（以

下「中核市」という。）ごとに、厚生労働大臣が別に定める額の範囲内の額とす

る 。 

 

○ 「生活保護法における保護の実施要領について」（昭和 38 年４月１日付け社発第

246 号厚生省社会局長通知）＜抜粋＞ 

 第７ 最低生活費の認定 

  ４ 住宅費 

   (1) 家賃、間代、地代等 

    オ 保護の基準別表第３の２の厚生労働大臣が別に定める額（以下「限度額」

という。）によりがたい家賃、間代、地代等であって、世帯員数、世帯員の

状況、当該地域の住宅事情によりやむを得ないと認められるものについて

は、限度額に 1.3 を乗じて得た額（７人以上の世帯については、この額にさ

らに 1.2を乗じて得た額）の範囲内において、特別基準の設定があったもの

として、必要な額を認定して差しつかえない こと。 

 

○ 「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭和 38年４月１日付け社

保第 34 号厚生省社会局保護課長通知）＜抜粋＞ 

 問（第７の 56） 局長通知第７の４の(1)のオにいう「世帯員数、世帯員の状況、当

該地域の住宅事情によりやむを得ないと認められるもの」には 原則として単身者

の場合の家賃、間代等は該当しないもの として取り扱ってよいか。 

 答 お見込みのとおり である。したがって、単身者が転居する場合又は単身者の従

来の住居が地域との均衡を著しく失している場合には、保護の基準別表第３の２の

限度額の範囲内の住居へ入居するよう十分指導されたい。 

   ただし、当該単身者が車椅子使用の障害者等特に通常より広い居室を必要とする

場合、老人等で従前からの生活状況から見て転居が困難と認められる場合又は地域
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において上記限度額の範囲内では賃貸される実態がない場合は上記限度額に 1.3

を乗じて得た額の範囲内において必要な家賃、間代等を認定して差しつかえない。 

（注）下線は当省が付した。 
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表３－(9)－ウ－⑤  住宅扶助費の支給状況等 

抽 出 数     ３，２２７件（１００．０％） 

上限額と同じ額（Ａ） １，３０６件（ ４０．５％） 

上限額の 0.9倍以上上限額未満（Ｂ）   ６３７件（ １９．７％） 

小計（Ａ＋Ｂ）        １，９４３件（ ６０．２％） 

上限額の９割未満     １，２８４件（ ３９．８％） 

（注）１ 調査対象 102福祉事務所の平成 24年度に住宅扶助費が支給された案件から 3,227
件を抽出し、調査したものである。 

２ 当該欄の割合（％）は、抽出数 3,227 件に占める割合である。 
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表３－(9)－ウ－⑥ 財務省「予算執行調査」の結果と厚生労働省の対応状況等 

財務省予算執行調査 

結果（平成 25 年７月

概要） 

 厚生労働省においては、 

 ア）住宅扶助基準の水準のあり方 

 イ）級地間のバランス 

 ウ）生活保護受給者自らが、家賃と住居の真の経済的価値とのバ

ランスを判断する動機づけの要否 

を含めた、住宅扶助のあり方について、社会保障審議会生活保護基

準部会等の場において検討を開始する必要がある。 

厚生労働省検討状況

等 

 住宅扶助のあり方については、社会保障審議会生活保護基準部会

において専門的・客観的な評価・検証を行っているところであり、

同部会での議論の状況を踏まえた対応については、厚生労働省にお

いて、別途検討。 

 

（参考）社会保障審議会生活保護基準部会議事 

 平成 26年３月４日  １ 住宅扶助について 

            ２ その他 

 平成 26年５月 16日  １ 住宅扶助等について 

             ２ その他 

 平成 26年５月 30日  １ 住宅扶助について 

            ２ その他 

  

（注）財務省及び厚生労働省の資料に基づき当省で作成した。 
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